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汐留シオサイト（汐留北地区）
旧汐留貨物駅跡地から浜松町駅までの31haという広大な敷地を再開発して平成14年（2002年）に
街開きを迎えた「汐留シオサイト」。今や東京の新名所として数多くの人々が訪れる街である。その北側
のエリアは「汐留北地区」として、地域熱供給（地域冷暖房）が導入されている。電通本社ビルと共に計
画されたカレッタ汐留、日本テレビタワーには街に賑わいを与える様々な施設やイベントがあり、観光に訪
れた人々を楽しませている。（汐留アーバンエネルギー㈱）

8888

今年オープン10周年を迎えた「日本テレビタワー」今年オープン10周年を迎えた「日本テレビタワー」 美しいフォルムの「電通本社ビル」美しいフォルムの「電通本社ビル」

宮崎駿氏デザインの「日テレ大時計」宮崎駿氏デザインの「日テレ大時計」

空から見た汐留地区（2002年／右半分が「汐留北地区」）空から見た汐留地区（2002年／右半分が「汐留北地区」）

「電通四季劇場［海］」や飲食店がある「カレッタ汐留」「電通四季劇場［海］」や飲食店がある「カレッタ汐留」

名城大学 教授 名古屋大学大学院 教授



⑤汐留の話題スポット

旧新橋停車場熱供 給が
あ
る街街
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汐留にかつて、日本最初の鉄道タ

ーミナル駅舎があったのをご存知だ

ろうか。日本史の授業で必ず学ぶ「新

橋〜横浜間に日本初の鉄道開業」の

新橋停車場だ。

新橋停車場が開業したのは明治5

（1872）年。鉄道の起点「0哩標識（ゼ

ロマイルポスト）」もここにある。

開業後は、紆余曲折を経て、当時

の烏森駅（現・新橋駅）に新橋の名を

譲り、貨物専用の汐留駅として活躍

してきたが、昭和61（1986）年に廃

止。それが汐留シオサイトの開発を

機に、国の史跡「旧新橋停車場跡」と

して指定を受けるに至る。現在は当

時の駅舎などが再現されており、館

内の「鉄道歴史展示室」では明治期の

日本近代化を牽引した鉄道の息吹を

偲ぶことができる。

汐留は、日本の歴史のロマンに浸

れる場所でもある。
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旧新橋停車場 鉄道歴史展示室
所在地：東京都港区東新橋 1-5-3
営業時間：午前 10 時〜午後 5 時
休館日：毎週月曜日（祝祭日の場合は翌日）、
　　　　年末年始、展示替え期間中
入場料：無料
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●玉木屋
●宮越屋
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連載●世界遺産から見えてくる日本

矢野 和之

厳島神社 ～海に浮かぶ真紅の社～

厳島は神の宿る島です。古来、海

の民から信仰を集めてきました。推

古天皇元年（593）に豪族が社殿を営

んだと伝わる神社は、『延喜式』には

「伊都岐嶋神社」の名で記されていま

す。

神の宿る島は、朝鮮半島への航路

に近い「沖ノ島」（世界遺産登録準備

中）や伊勢湾入口の「神島」等があり

ますが、厳島は瀬戸内海の海上交通

の要衝にあたり、大陸との交易を強

く進めていた平清盛によって現在の

ような社殿群の基本ができました。

本 来 は 標 高 535 ｍ の 聖 な る 山

「弥
み せ ん

山」を海から遥拝していたのでし

ょうが、入り江に社殿が整備される

ことにより神社が信仰の中心になり

ました。平安時代の寝殿造をベース

とした朱塗りの社殿群が、大鳥居を

通して紺碧の海に浮かぶ姿は、世界

に比類のない美しさと荘厳さを有し

ており、世界文化遺産として高く評

価されたのです。

明治6年（1873）に社寺周辺地域が

「厳島公園」に、明治32年（1899）に

古社寺保存法による特別保護建造物

（その後国宝保存法により国宝、文

化財保護法により国宝・重要文化

財）に、大正12年（1923）には、史蹟

名勝天然紀念物保存法により島と神

第 3 回

客神社。背景に五重塔・豊国神社



　　 世界遺産DATA 　　
登録名：厳島神社
所在地：広島県二日市市
登録年：1996年
構成資産：
建造物は、厳島神社本社本殿など国
宝6棟、重要文化財11棟・3基。区
域は厳島神社と大鳥居を含む全面の海、
背後の弥山原始林を含む森林の区域
431.2ha。
適用基準：
（ⅰ）�人間の創造的才能を表す傑作。
（ⅱ）�建築、科学技術、記念碑、都市計

画、景観設計の発展に重要な影響
を与えた、ある期間にわたる価値
観の交流又はある文化圏内での価
値観の交流を示すもの。

（ⅳ）�歴史上の重要な段階を物語る建築
物、その集合体、科学技術の集合
体、景観を代表する顕著な見本。

（ⅵ）�顕著な普遍的価値を有する出来事
（行事）、生きた伝統、思想、信仰、
芸術的作品、あるいは文学的作品
と直接又は実質的な関連がある。

4 熱供給 vol.88 2014

社前海域が史蹟・名勝に、昭和25

年（1950）には一帯が国立公園に指定

されました。このように日本の文化

財や景観の保存の法整備の進展に伴

って、厳しい保護規制により守られ

てきたのが厳島神社の特徴です。

法的には、日本で一番手厚い保

護・保全がなされており、文化財保

存や景観保存の生きた歴史といって

も過言ではありません。これらはす

べて世界遺産登録前からのものです。

一方で、厳島神社の歴史は、災害

との戦いの歴史でもありました。被

災するたびに、国家やその時代の有

力者（毛利氏など）が修理復旧し、新

たな建造物も加えられ、現在の建造

物群が形成されてきたのです。その

ため、鎌倉、室町、桃山、江戸、明

①海から遥拝する厳島神社
②本社祓殿と高舞台
③高舞台での舞楽
④床板を外して台風に備える
⑤弥山山頂には巨石群がある

②①

③

④

⑤

（修復建築家・日本イコモス国内委員会事務局長）

治時代の遺構が混在していることが

特徴の一つといえます。

世界遺産であるヴェネツィアは潮

位上昇への対策が喫緊の課題になっ

ていますが、厳島神社も同じ問題を

抱えています。大潮時や台風時のた

めに、床板を透かしに張ったり、床

板そのものを外すことができる構造

にするなど、細かな対策を行なって

きました。この自然とうまく付き合

う日本人の知恵がいつまで有効か、

気になるところです。

厳島神社への参詣は、中世末から

江戸時代にかけて盛んとなって今に

至っています。門前町も形成され、

江戸から昭和初期にかけての歴史的

町並みも残っており、これらの保存

活用にも期待したいと思います。
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集約型都市の整備手法と
持続可能な
エネルギーシステム

海道 清信
名城大学 教授

奥宮 正哉
名古屋大学大学院 教授

対談

都市のコンパクト化は手段
奥宮　海道先生は以前からコンパク

トシティについてご研究をされてお

られ、先生が協議会会長、私も委員

として参加して策定した名古屋市の

「低炭素都市2050なごや戦略」でも、

様々な問題解決のために、都市の集

約化をご提案されています。

　先生が初めてコンパクトシティと

いうお話をされ始めてから、地球環

境問題が大きく言われるようになっ

たり、東日本大震災があったりと、

社会情勢がかなり変わってきており

ますが、改めて今、コンパクトシテ

ィの意義をどのようにお考えか、伺

わせてください。

海道　自動車交通が発達する前、都

市の基本的な形というのは、人間が
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歩ける範囲で出来ていました。

　江戸時代の100万人都市・江戸も

そういう形で、日常生活に必要なも

のは家の周りにありましたし、働く

場も近くにあって、徒歩で暮らせま

した。密度もすごく高かったわけで

す。そういう都市のコンパクトさは

江戸時代のみならず、ギリシャやロ

ーマの時代からありました。

　それが20世紀になって、特に自

動車交通がすごく発達し、鉄道など

の他の公共交通も発達して、まちが

外へ外へと郊外化していき、コンパ

クトさを失いました。その象徴がス

プロール現象やドーナツ化現象です。

この現象はアメリカだと20世紀半

ばから、日本では1960年代の高度

成長期以降に起こりました。その流

れを問題視して、ヨーロッパ各国で

も、アメリカでも、都市のコンパク

ト化が進められて来ています。

　日本の場合は、90年代に都市中

心部の商業的な賑わいが失われてし

まったことが大きな問題となりまし

た。中心市街地にいわゆるシャッタ

ー通りが出現したわけです。それで

商店主に向けて商業振興的な施策を

展開してきたのですが、郊外に大規

模ショッピングセンターがどんどん

出来たりして、うまくいかなかった。

そこでやはり都市の構造自体を見直

さなければいけないという方向に風

向きが変わったのです。

　2006年の中心市街地活性化法改

正はそうした流れの中で行なわれ、

都市をコンパクトにすることが、都

市中心部の賑わい創出や活性化に有

効だということを、国が提示しまし

た。

　その一方で、地球環境問題への関

心の高まりもあり、色々な面でコン

パクトな都市像が有効ではないかと

言われるようになりました。その認

識が広がって来て、多くの自治体の

都市政策の中にコンパクトシティと

いう言葉が掲げられるようになった

というのが、今の状況ではないかと

思います。

　実施例はまだまだ乏しい状況です

が、都市がきちんとコンパクト化さ

れ、公共交通とリンクしているほう

が、財政面でもエネルギー面でも、

色々な面で望ましいということが、

各所で試算されています。コンパク

トシティは、都市らしさを取り戻し、

経済・社会・環境など色々な面で持

続可能な都市をつくるための根本的

な解決策となり得ると考えています。

奥宮　なるほど。

海道　ただ、名古屋のような高密度

な都市と、少し密度が低い岐阜県の

高山市のようなところでコンパクト

シティ化するのは、都市構造も人口

規模も歴史も違いますから、それぞ

れのまちに見合ったやり方で計画し、

進めていくことが必要です。

奥宮　そうですね。それぞれの地域

に「うちはこのようなまちにしたい」

というものがあって、その実現方法

としてコンパクトシティがあるべき

で、コンパクトシティありきとなら

ないように注意する必要があります

ね。

海道　コンパクトシティはあくまで

手段なんですよね。何のためにコン

海道	清信	氏　略歴
Kaido Kiyonobu

1948年金沢市生まれ。1970年京都大学
工学部建築学科卒業。1975年同大学院博
士課程修了後、地域振興整備公団入社。地
方都市におけるニュータウンや工業団地
などの開発計画等を担当。1995年名城
大学都市情報学部助教授。2002年同教
授。工学博士。専門は都市計画。低炭素都市
なごや戦略実行計画協議会会長、岐阜県
都市計画審議会会長などを務める。主な
著書に「コンパクトシティ」（学芸出版社、
2001）、「コンパクトシティの計画とデザ
イン」（学芸出版社、2007）などがある。
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対談

パクトにするのか。それによって何

を得ようとするのか。そこに目標が

なければ、意味がありません。

奥宮　まずはそれぞれの都市が歴史

や地域性などの特性を考慮して、ど

のようなクオリティの都市を目指す

のかというところをきちんと設定す

ることが重要ですね。

地域性に合わせた目標設定を
海道　低炭素都市2050なごや戦略

では、「駅そば生活圏」というものを

大きな柱の一つとしました。駅そば

生活圏というコンセプトは、名古屋

市ではそもそも低炭素都市形成のた

めではなく、交通政策の面で、以前

から考えられていたことでした。

　名古屋市は、東京・大阪と比べて

みると、自動車交通利用の分担率が

すごく高くて、自動車交通の依存率

を下げることが、環境に対しても、

都市の暮らしにおいても、すごく有

効ではないかということで、駅に着

目したのです。もちろん駅の整備は

相当進んでいるわけなので、これ以

上地下鉄や鉄道をつくる必要はなく

て、もう少し駅に近いところに住む

人たちの割合が増えれば、現在の公

共交通インフラを十分に使えるので

はないか。そうしたら自動車を使う

必要も減っていきますから、自動車

の分担率も下がるのではないかとい

う論理なんですね。そのストーリー

を実現していくための手段としてコ

ンパクト化があるわけです。

奥宮　名古屋市の場合はその方向で

よいと思うのですが、まちの質を上

げるという意味では、都市の形など

のハードウェアばかりに目を向ける

だけではなく、これからは情報化社

会ということで、ICTなどを活用し

た公共サービスの向上といった選択

もありますよね。そういう意味で言

えば、ソフトウェアも視野に入れた

コンパクトなシステムづくりを考え

るということも必要だと思います。

　そういう情報をエネルギーシステ

ムでも活用して、高度なスマートエ

ネルギーネットワークと言われるよ

うなものを整備しようという考え方

も重要なことだと思います。

　最近はもう、エネルギーからまち

づくりを考えてもいいと言われる方

もいます。私も可能性があれば、現

存のまちなかの施設配置を組み直し

て、面的エネルギーシステムの効率

が上がるような施設機能の組み合わ

せを誘導するという取り組みがあっ

てもいいと思っています。

目指す都市の形とエネルギー
奥宮　日本には実施例がまだ少ない

というお話がありました。コンパク

トシティの実際の構想や取り組みで

よいものがあれば教えていただきた

いのですが、いかがでしょうか。

海道　日本国内での取り組みとして

は、富山市の例が有名ですね。

　富山市は県庁所在都市の中でも最

も車の利用率が高くて、人口密度が

低い都市です。地理の授業で習った

ことがあると思いますが、あそこの

砺波平野は散居村ということで、農

家1軒1軒が分散して住むというの

が特徴なんですね。さらには、日本

奥宮	正哉	氏　略歴
Okumiya Masaya

1955年生まれ。1983年名古屋大学大学
院工学研究科博士後期課程修了。工学博士。
現在、名古屋大学教授（大学院環境学研究
科都市環境学専攻）。専門は建築環境・設
備。空調設備の最適化、建築設備の性能
検証、建築における自然エネルギー利用、
地域冷暖房などの研究を行なっている。名
古屋市「建築物環境配慮制度研究会」座長、
低炭素都市なごや戦略実行計画協議会委
員、IEA・ECES・ANNEX20のオペレー
ティングエージェント、中国清華大学建
築エネルギー研究センター国際学術委員
会委員などを務める。
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で一番というくらい、住宅1軒当た

りの床面積が大きい。富山では、稼

いで、立派な家を建てるというのが

男の夢と聞いたことがあります。そ

ういう地域の文化的な背景がありま

す。また、地勢的には、呉羽丘陵を

挟んで西側に高岡市という大きな都

市があるという形態もあって、すご

い車社会が形成されてきたのだと思

います。

　それを現在の市長が、富山市はコ

ンパクトな都市を目指すということ

で、政策転換を宣言しました。それ

で、富山市ではもともと路面電車や

鉄道が発達していて、駅が割と整備

されているということがあったので、

路面電車をLRT（次世代型路面電

車）として整備し直し、幹線バス路

線を組み合わせて、中心部とLRT、

JRの駅の周辺に色々な機能を集約

するという、串型とでも呼べるよう

な都市構造を目指すことになり、現

在、様々な施策を進めているところ

です。

奥宮　海外の事例ではいかがですか。

海道　海外であれば、デンマークの

コペンハーゲン市の取り組みをご紹

介したいですね。あそこは持続可能

な都市づくりを大きな目標に掲げて

おり、2014年の「ヨーロッパ環境首

都」に選ばれました。

　環境政策に力を入れた都市づくり

を進めており、1920年代から地域

暖房システムが導入されていて、地

域の熱需要の98％を賄っています。

しかもその熱源の3分の1がバイオ

マスとゴミ排熱を利用しているとい

うことで、CO2削減に非常に熱心で

す。2025年までにカーボンニュー

トラルの達成を目指しています。

　世界一の自転車都市を目指すとい

う取り組みもしていて、現地に行っ

てみると、極端に言えば歩く人より

自転車のほうが多いという状況です。

自転車道は緑化も進められ、安全で

経済的で健康にもいいということで

市民から非常に支持を得ています。

　ひどく水が汚れていた運河も、浄

化を進めていって、

今では泳ぐことがで

きるまでとなってい

ます。そうすると運

河沿いが市民のレク

リエーションの場と

しても機能するよう

になり、働く人々の

労働環境もよくなっ

て、企業の収益も上

がる。そういう環境

のところには投資も

進むんですね。水辺

の不動産の価格も上

がり、色々な面で波

及効果が出ています。

人口も 1980 年代に

一度減少したのです

が、また増加に転じ

ています。

奥宮　すごいですね。

海道　コンパクトシティとの関係で

言えば、都市の中に新規の開発地区

はあまりないのですけれど、港湾地

区や工場跡地、軍用地を、多機能・

高密度なまちへと再開発を行ない、

そこに公共交通を結び付けています。

　また、首都圏計画として、フィン

ガープランというのを1950年頃か

ら継続的に進めています。「手のひ

ら」がコペンハーゲンで、「指」の部

分に公共交通を整備し、その駅の周

辺600m圏内に、オフィスや商業地

区を集約するという施策です。

　このようにコペンハーゲンでは、

環境政策、経済政策がうまく組み込

まれた都市計画が進められています。

　その辺が日本は縦割り行政で、環

境政策といっても、うまく進んでい

ない印象があります。

奥宮　その点、名古屋市では駅そば

の低炭素地区形成に対してのワン

ストップサービス的なものとして、

様々な情報やアドバイスを提供する

という取り組みを始めようとしてい

集約型都市の整備手法と持続可能なエネルギーシステム
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ますね。

　また、今の2つの事例については、

富山市では歴史的な背景を考慮して、

串形の都市構造にしようという大き

なグランドデザインを描いたわけで

すね。コペンハーゲン市もフィンガ

ープランという目標とする都市の形

態がある。まちの目指す形が決まる

と、エネルギーシステムというのは

非常に設計しやすくなるだろうなと

いうことを感じました。

　これは現実的ではないのかもしれ

ませんが、どこかに大きな排熱源が

あれば、線路沿いや地下鉄内に導管

を通すとか、そういった都市形態を

有効に活用することも可能になる時

がくるかもしれません。

　フィンガープランであれば、その

指と指の間の空いているところに再

生可能エネルギー源を整備して、駅

そば生活圏に送り込むとか、そうい

う仕組みも考えられると思います。

都市とエネルギーの一体的議論が必要
海道　名古屋市には名駅南地区とい

うところがありますね。あそこの開

発を今後どう進めていくべきかとい

うテーマの勉強会に、

学生たちと一緒に参

加する機会がありま

した。

　参加者は、地主の

方とディベロッパ

ー、市役所の方、そ

れから地区内の昔か

らの住人の方々など

で、今後リニア新幹

線の駅が入ってきた

時にどうするかとか、

色々な議論をしまし

た。しかし、思い起

こしてみると、エネ

ルギーシステムにつ

いての議論はなかっ

たですね。普段あま

り意識しなくても、

開発をすれば当然エ

ネルギーも付いてく

るという前提がそれぞれにあったの

かもしれません。

　名古屋市は地域熱供給（地域冷暖

房）の整備がすごく進んでいるとこ

ろです。例えば、これから名駅南地

区で大規模な開発をする時に、既存

の地域熱供給と組み合わせるとどう

なるのか。奥宮先生が先ほど言われ

たように、異なる施設機能や、それ

ぞれの昼と夜、平日と休日といった

需要変動の違いをうまく組み合わせ

ることによってエネルギーを最も有

効に利用できるという提案が、そう

いうワークショップのような場など

でできれば、エネルギーの側から新

しい発想が生まれるのではないかと

思うんですね。こういうものは地球

環境にも経済性にも密接に関わるこ

とですから、すごく大事なはずです。

奥宮　そうですね。建築単体の設計

でも同じことが言えて、通常は建築

のデザインがあって、構造設計、設

備設計へという流れで建築の設計が

進むのですけれど、本当にサスティ

ナブルな建築と評価されているもの

は、早い段階から建築設計に設備計

画がコミットしているんです。

　定性的でもいいと思うのですが、

こちらのシステムのほうが地域のエ

ネルギー消費量が少なくなるといっ

たことが、都市計画の評価指標の一

つとして取り入れられることが重要

ですね。地権者の方もそういう方針

があれば、地域熱供給などの導入に

前向きになってくださると思います。

　どんなものでもいいから安ければ

いいとなってしまうと、せっかくコ

ンパクトシティを進めていこうとし

ても、持続可能性というものが担保

されなくなると思います。

　地域エネルギーシステムは、都市

の集約化を進めていく際にも、やは

り早い時期にコミットすることが非

常に重要ではないかと考えます。

対談
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COMMUNICATION SQUARE

 概要
主に民間主導で展開される米国で

の熱供給事業は、1950年以降、個

別空調システムの普及や燃料価格上

昇により地点数を減少させた。しか

し、脱石油、エネルギーの輸入依存

度低減を目的に1978年に制定され

た公共事業規制政策法や、それを踏

まえたコジェネ等分散型電源への優

遇策の実施により、コジェネ排熱を

利用した地域熱供給（地域冷暖房）が

普及するに至っている。

米国での熱供給事業はニューヨー

ク市マンハッタン地区のような人口

が密集した大都市のビジネス中心地

区、ボストン地区のような教育・医

療機関等のネットワークを中心に北

東部や西海岸に普及している（図1）。

 国際地域エネルギー協会（IDEA）
　及びヴェオリア社

IDEAは米国マサチューセッツ州

に本部を置き、地域エネルギー事業

者間の情報交換を促進するために

1909年に設立され、104年の歴史を

持つ非営利団体であり、現在26 ヶ

国に1,800人を超える会員数を有し

ている。

DHC（地域熱供給）販売拡大の課

題としては、顧客への教育が課題で

あると考えている。大部分の顧客は

実際の空調にかかるコスト、機械の

効率、地域エネルギーのメリットを

理解しておらず、機械は設計どおり

の高い効率で常に運転されていると

思っている。ビルの空調に関する費

用のうち燃料コストは40％程度で、

燃料だけでなく、保険、メンテナン

ス等の費用が必要であるということ

を理解させなければいけない。なか

には理解のある顧客もあり、実際に

DHC導入により資産価値を上げて

いるビルもある。

今回視察したブラックストーンプ

ラントは、ハーバード大学の建物へ

のエネルギー供給（蒸気、電気）を行

なっている。プラントの歴史は古く、

事業開始は1882年まで遡る。現時点

でも1930年、1960年に稼働を開始

したボイラが、天然ガスへ燃料転換

をしつつも現役で運転されている。

ヴェオリア社が管理するMATEP

ロングウッドプラントは、ボストン

地域の6つの著名な病院に蒸気、冷

水、電気を供給しており、供給面積

は約84万㎡に及んでいる。ヴェオリ

ア社はこのプラントの出資比率を

10％（モルガンスタンレー 90％）に

抑え、出資を抑えて、高いリターン

を得るこのような形態の買収を方針

としている。

ニューヨーク市のエネルギー政策
ニューヨーク市は地域熱供給が大

気汚染の低減及び温室効果ガス排出

削減に重要かつ効率的と認識してい

るものの、その政策に寄与するもの

を全て支持しており、空調・給湯に

ついて個別システム、地域熱供給シ

ステムいずれを選択するかは、あく

まで個別ユーザーの判断に任せてい

る。

北米熱供給事情視察報告

図1　米国内の地域エネルギーシステム地点分布図
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を生産して、学校全体で一次エネル

ギーの消費量を正味（ネット）でゼロ

又は概ねゼロとさせることを目指し

ている（表1・図3）。

 湖深層水を利用した熱供給事業
　（カナダ・トロント）

エンウェーブ社はカナダ・トロン

トで2004年から、地域冷房として

は世界的に珍しいオンタリオ湖の深

層水を利用した冷水供給プラントを

稼動させている（図2）。この冷房シ

ステムでは熱源用の電力や蒸気など

のエネルギー源を必要としないため、

省エネ効果は非常に大きく、ターボ

冷凍機を使用して冷房供給を行なっ

た場合と比べて、約75%の電力と

二酸化炭素4万トン/年の削減効果

がある。  ネットゼロエネルギービル
　レディバードジョンソン中学校
　（テキサス州アービング）

レディバードジョンソン中学校は、

図2　深層湖水冷房システムのイメージ図

写真1　天然ガスを含有したシェール（頁岩） 写真2　バーネット・シェールガス掘削現場

図3　ネット・ゼロ年間実績グラフ

表1　学校のエネルギー消費削減設備と工夫および生産設備
設備及び工夫 エネルギー生産設備

・地熱ヒートポンプシステム
・室内照明システム（光棚）
・西側外壁設計
・再生プラスチック等のリサ
イクル品の使用

・水の有効利用（雨水槽）
・太陽光パネル配列による屋
上面からの入熱削減

・LED照明

・太陽光発電設備
・風力発電設備

9月
0

20

40

60

80

100

120

発電量

電力消費量
電力消費量と発電量の推移

（2012年9月～2013年8月）

電
力
消
費
量
・
発
電
量（
M
W
h）

10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月

 シェールガス掘削現場
　（写真1・2： テキサス州ダラス・

フォートワース）
テキサスキリスト教大教官のレク

チャーでは「米国の石油輸入量は1

日10億ドルで、この50年間石油と

OPECが世界のエネルギーの主導権

を握っていたが、2030年にはシェ

ールガスによって米国は買い手から

売り手に変わり、世界のエネルギー

の枠組みを変え、主導権を握ること

ができる」とのコメントがあった。

2011年8月に開校したテキサ

ス州初のネット・ゼロ・エネ

ルギーの公立中学校である。

同校ではエネルギー効率の

高い校舎建築により一次エネ

ルギー消費量を抑えるととも

に、太陽光発電、風力発電な

どにより再生可能エネルギー
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資を受け、発展させることを想定し

て導入された。種となる金額が低い

ことからもわかるように、ハード事

業は想定されておらず、太陽光発電

設備の取り付け、断熱材の後付け、

LEDライトへの交換、省エネ診断

とスマートメーターの取り付け等を

行なうプログラムである。

ゾ ー ン 指 定 の 基 準 は、 ① 住 宅

と他用途を含む 1,000 以下の建物

群、具体的には13,000戸程度の住

宅、1,000店舗、20学校、病院、コ

ミュニティセンター等で構成される

地域、②1本の通りではなく、面で

の取り組みであること、とされてい

る。各地区は、2012年までに最低で

も20.12％の削減を、そして2025年

には60％の削減が求められている。

指定されていた10地区を見ると

（表1・図1）、ゾーン内の建物が

様々な用途で構成されていること、

低炭素型市街地形成を進めるにあた

村木	美貴	氏　略歴
Muraki Miki

横浜国立大学大学院工学研究科博士
課程修了。東京工業大学助手、オレ
ゴン州立ポートランド州立大学客員
研究員、千葉大学助教授、同准教授
を経て2013年より同教授。工学博
士。専門は都市計画。環境未来都市評
価・調査検討会委員、中央環境審議
会臨時委員、産業構造審議会臨時委
員、東京都環境審議会等を歴任。

1.はじめに
これまで英国における地域熱供給

（地域冷暖房）について、低炭素型市

街地形成の方針、ロンドンにおける

地域熱供給、地方都市における地域

熱供給という3回の連載を行なって

きた。最終回となる今回は、都市開

発や地域熱供給などのハード事業整

備を行なわずに、市民への教育等を

通じて低炭素型市街地形成を行なっ

ている低炭素ゾーンの紹介と、これ

までの英国の都市開発と連動した仕

組みも含めて、日本が学べる点とし

て何があるのかを考えることとした

い。

2.ロンドンにおける低炭素ゾーン
Low Carbon Zone－低炭素ゾー

ンは、ロンドン市長が2009年に導

入した仕組みである。ロンドン全域

で 2025 年 ま で に 1990 年 比 60 ％ の

CO2 排出量削減を実現するために、

地区として取り組む先進事例として

2009年に創設され、10地区を指定。

20万ポンド（約3,200万円）〜 40万

ポンド（約6,400万円）を「種」として

地域に助成、民間からのさらなる投

英国における
都市環境エネルギー政策と地域熱供給

第4回

日本が英国の地域熱供給から
学べること

村木 美貴　千葉大学 教授
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り、非営利組織から営利組織までの

様々なパートナーが複数存在し、そ

れらの協力により事業展開されてい

ること、指定地区がロンドン内に

広く広がっていることがわかる。ま

た、実際のCO2削減方法については、

①個別建物のエネルギー効率化を図

るための補助、再生可能エネルギー

設備導入などエネルギー利用を削減

するための仕組みと、②エネルギー

の利用を削減するための教育、その

廻り、ドアをたたき、省エネ診断を

行なうことをお願いしたり、通りご

とに何％の人が省エネ診断を達成し

たかを競うなど、省エネを超えた地

域コミュニティの力で低炭素化を進

めるゾーンが広く見られた。結果的

に、隣接住宅の間に交流が生まれ、

低炭素ゾーンは、コミュニティ形成

という副次的な産物までも産み出し

た。このプログラムは2012年には終

了しているものの、筆者がヒアリン

グ調査を行なった2011年段階では、

全ての地区が目標を達成する方向性

にあるとされていた。

さて、ここで1つの低炭素ゾーン

の取り組みを見ることにしたい。ロ

ンドンの郊外行政であるハリンゲ

イ区のムスウェルヒルは、900住宅、

30の地域ビジネス、2つの学校等で

構成されるコミュニティである。こ

こでは、①各住宅への省エネアドバ

イス、②学校での太陽光発電パネル

の設置、③低炭素コミュニティ施設、

④電気自動車の充電ポイント、⑤自

転車駐車場整備、⑥学校での環境教

育、というものが中心的な事業の

柱とされた。計画当初の見通しでは、

住宅の省エネ化で14％の改善、省

エネ行動で3.5％、交通で1％、公共

建物で1％、住宅の再エネ設備設置

で1％、地域ビジネスの省エネ化で

0.5％、合計21％の削減を見込んで

いた。

筆者がヒアリング調査を行なった

2011年4月段階では、これらの事業

は着実に進められており、①の900

図1　ロンドン市内の低炭素ゾーンの指定

ためのメーター設

置の2本であるこ

とがわかる。

ハード事業を行

なわずに低炭素型

市街地整備を行な

うには、指定され

た地域での積極的

な参画が求められ

る。そのため、各

ゾ ー ン は、 地 元

の NPO やコミュ

ニティの人を雇い、

各住戸を1軒ずつ

表1　ロンドン市内の低炭素ゾーンの概要

CO2排出
量削減目標

パート
ナー数

用途
建物数 規模

削減方法

住宅 商業 地域ビ
ジネス 学校 その他 省エネ 再エネ スマート

メーター
環境教

育 交通

ハリンゲイ 20.12％ 7 ◯ ◯ ◯ 840件 ◯ ◯ ◯ ◯

イズリントン 20％ 7 ◯ ◯ ◯ ◯ 700件 69ha ◯ ◯ ◯ ◯

ウエストミンスター 29％ 6 ◯ ◯ ◯ 1,336件 45ha ◯ ◯ ◯

バーキング・デゲナム 20.12％ 7 ◯ ◯ ◯ ◯ 6,300件 48ha ◯ ◯ ◯ ◯

リッチモンド・アポン・テムズ 28％ 5 ◯ ◯ ◯ 図書館 125ha ◯ ◯ ◯ ◯

メートン 30％ 8 ◯ ◯ 993件 30ha ◯ ◯ ◯

サットン 20.12％ 5 ◯ ◯ コミュニティ
センター 19ha ◯ ◯ ◯ ◯

ランベス 20.12％ 8 ◯ ◯ 721件 ◯ ◯ ◯ ◯

サザク 20.12％ 5 ◯ ◯ 238件 14.6ha ◯ ◯ ◯ ◯

ルウィシャム 20.12％ 9 ◯ 病院、
消防署 ◯ ◯

（出典）各種資料より筆者作成
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住戸のうち、約30％が省エネ診断

を受けていること、その数を増やす

ために、通りごとに省エネ診断割合

を競争していること、②について

も実施、③の施設（写真1）としては、

屋上緑化、羊のウールの断熱材の利

用、雨水の利活用、コンポストトイ

レ、リサイクル材の利用がなされ、

地域住民が再生可能エネルギーや断

熱効果を実感することで、省エネへ

の関心を呼んでいたという。計画終

了段階では、結果的に20％の削減

を実現している1）。

3.英国から学ぶ低炭素型市街地
　形成の考え方

今回紹介した開発を伴わない地区

レベルでの低炭素型市街地形成の取

り組みがある一方で、地域熱供給の

導入は、開発との関係が大きい。こ

れまで連載の中で説明してきたよう

に、英国の低炭素型市街地形成は、

基本的には中央政府の掲げるCO2

排出量削減に大きなプライオリティ

があり、地域の都市開発事業で低炭

素化を進めていた。ここで、都市づ

くりサイドで行なっている取り組み

の特徴を再度確認すると、①開発審

査プロセスの中で、CO2排出量削減

が指導されること、②熱導管が周辺

にある場合は、計画許可の条件に熱

導管への接続義務が要求されるケー

スが多いこと、③エネルギー事業者

と自治体との間に熱供給協定を長期

間締結していること、④エネルギー

センター用地として行政の土地を無

償提供されるケースが多いことであ

った。事業形態は自治体主導、官民

連携、民間主導と形は異なるものの、

いずれのケースにおいても大なり小

なり官民連携の形が見られた。

こうした英国の事例から、日本は

何を学ぶことができるであろうか。

まず、日本は英国にない人口減少と

高齢化社会の中で、最終的には歩い

て暮らせる都市構造が求められる。

それは自動車依存型の暮らしが難し

い層が増加すること、行政の歳入の

減少という大きな影響を受けること、

そのためにはコンパクトな市街地が

求められるのである。人口密度の高

い都市では、熱負荷密度も高まるた

め、地域でのエネルギー対策を考え

ることが可能となる。しかし、これ

までの日本では高密度市街地におい

ても地域熱供給事業は必ずしもマー

ケットメカニズムだけでは成立して

こなかった。それは、高い熱導管の

敷設費用、新規加入者の獲得と需要

家の維持の困難さ、特にライフサイ

クルコストのもたらす料金が需要家

には「高い」と目に映ることが大きか

ったからである。

熱導管敷設費用の相違が大きいも

のの、リスクの存在は英国でも存在

する。ヒアリング調査からも、事業

者リスクを小さくしているものは、

開発事業での熱導管接続義務が大き

かった。そして、地域熱供給事業を

積極的に進めるために、英国では

図2　イングランドの熱需要
（出典）http://tools.decc.gov.uk/nationalheatmap/

写真1　体験型コミュニティ施設
（出典）ハリンゲイ区資料より
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［参考文献］
1）http://mhsgroup.org/projects/muswell-
hill-low-carbon-zone/

図3　札幌市における温熱需要密度

National Heat Mapをウェブサイト

上に展開し、イングランド内の熱需

要、コジェネや発電所等の位置や規

模が簡単にわかるサイトを構築して

いる（図2）。こうしたツールの提供

は、地方自治体にも事業者にも、ど

こに需要があるかがわかり、計画策

定に役立つ。

我が国にはこうしたサイトがない

ものの、都市計画基礎調査の用途別

面積から熱需要を明らかにすること

ができる。例えば図3は、札幌市を

対象に地域熱供給の導入が考えら

れる21TJ/ha（枠線で囲ったメッシ

ュ）のエリアを床面積から算定した

ものである。これより、現在の地域

熱供給地区以外にも、温熱需要の高

いエリアが存在することがわかる。

冬の長い地域では、欧州同様に暖房

需要も高いことから、地域熱供給を

含む面的なエネルギーネットワーク

をこうした図を見ながら検討するこ

とも考えられる。さらに、特に、商

業、業務用途の集積する都心部で、

コンパクトシティ形成の必要性から

も都心居住がより進めば、異なる用

途が近接エリアにより集積すること

が期待できる。ただし、都市計画基

礎調査は熱需要密度を計算すること

を想定していないため、用途別の原

単位と用途が合わないケースもある。

行政の中での部局間で、より積極的

な連携が求められよう。

また、現在、基礎自治体で策定が

進められてる低炭素まちづくり計画

では、集約拠点を位置付けることが

求められている。集約拠点は密度が

高い地域であることから、面的なエ

ネルギーネットワークの検討も併せ

て考えられる。特に拠点は有事の際

に機能し続けることが求められるた

め、その観点からエネルギーの自立

性が必要になる。これまでの地域熱

供給は、民間事業としてマーケッ

トベースで進められてきた。しかし、

有事の際の拠点機能の維持を考えれ

ば、より多くの建物が接続する仕組

みを公民の連携で実現すること、民

間エネルギー事業者の負担だけでは

なく、エネルギー価格が熱導管等の

インフラを少しでも顕在化させない

仕組みを同時に検討することが、コ

ストの高い日本ではより大きく求め

られる。それは例えば、英国で見ら

れた特定エリアでの熱導管接続義務

と公共用地の無償提供や、拠点地区

に求められる高い容積率の付与と熱

導管接続義務等の仕組みの構築など、

日本の事情に合わせた仕組みを早急

に検討していくことが求められる。
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札
幌
市
真
駒
内
地
区
　

地区概要
真駒内地区での熱供給事業は、昭和47年2月に開催さ

れた冬季オリンピック札幌大会の選手村および関連施設

への集中暖房が始まりであった。オリンピック終了後の

選手村および関連施設は、日本住宅公団（現UR都市再

生機構）の賃貸住宅（五輪団地）ならびに北海道住宅供給

公社の分譲住宅（柏丘団地）となり、その後新たに加わっ

た南町団地を合わせて供給エリアは50haを有し、低層・

中層階の集合住宅48棟1,700戸、業務・公共施設10件へ

の供給を行なっている。

清掃工場の建設と廃熱蒸気受入
熱供給開始当初（昭和46年供給開始）は重油専焼によ

る供給を行なっていたが、札幌市で4番目のごみ焼却施

設として駒岡清掃工場の建設が決まり、昭和57年にそ

の廃熱を利用する熱源システムへの変

更検討を行なった。

しかし、実現に向けては難題が山積

していた。清掃工場に隣接して建設予

定の保養施設への供給が優先であるこ

と、清掃工場から熱供給プラントまで

のルートが4kmを越える距離があり、

清掃工場とプラントとの高低差が60m

以上あること、道路の幅員も狭いこと

から導管敷設工事費がかさむなど、長

い目で見れば効果は期待できるにして

も、相当の工夫、対策が必要であった。

導管は道路外を通して最短ルートに

都市の代謝と地域熱供給システムの高効率化①

清掃工場建設によりシステム変更を実施したエリア

図 1　供給区域図

特集⃝
地域熱供給
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し、導管工法も見直した。廃熱受入熱交換器も省スペー

スタイプのものを採用して清掃工場内に設置することが

出来た。また、保養施設を低温利用の設計とすることで

優先供給を見直し、当社が先に廃熱を受け取って熱利用

した返りを施設に回すループ式を提案し、同意を得るこ

とが出来たことなど、さまざまな施策であらゆる面か

らのコスト圧縮を図り、自治体の協力を得ながら昭和

59年4月に廃熱利用工事着工、昭和60年11月に完工し、

翌12月の清掃工場運転開始と同時に廃熱利用による熱

供給が始まった。

廃熱受入にともなう熱供給システム
札幌市駒岡清掃工場の主な仕様は、焼却能力300t/日

×2炉、廃熱ボイラー（蒸発量35t/h）×2基、復水蒸気

タービン発電機（2,480kW）×2基である。この廃熱蒸気タ

ービン抽気を熱供給に利用する方式を採用した。

まず、清掃工場に設置されている廃熱蒸気熱交換器

（26.6GJ/h）で熱交換を行なって145℃の廃熱輸送媒体（熱

源水）を製造し、導管口径150A×2本を600Aの保護管

に収めた埋設管で、約4km離れたプラントへと輸送さ

せることとした。保護管は土圧から内部の導管を守る役

目を果たすが、外部表面が腐食しないための防食を塗覆

している。しかし保護管表面に伝わる熱の影響により劣

化進行が早いため、外部電源防触装置を接続し、配管の

腐食進行を防止している。

プラントでは熱供給媒体と

なる高温水が廃熱受入熱交換

器（9.4GJ/h）×2台で廃熱輸送

媒体（熱源水）により加温され、

熱需要量の状況に応じてボイ

ラーで追い焚き昇温して、140

℃で送出される。熱供給媒体、

廃熱輸送媒体（熱源水）ともに

高温水であるが、温度、圧力条

件などの制約があるため、それ

ぞれ独立した密閉循環システ

ムが採用されている。廃熱輸送

媒体（熱源水）の返りは、さらに

保養施設で利用されており、廃

熱多段利用サイクルを実現して

いる。

今後の展望
廃熱利用開始後、平成2年頃には廃熱利用が真駒内地

区供給熱量の80％を賄うまでになったが、その後のダ

イオキシン規制値施行対応による排ガス処理施設の改造、

近年のごみの減量化と分別収集、また景気の低迷と相ま

って、焼却ごみの減少により廃熱の受入も減少し、現在

は真駒内地区全体の供給熱量の30％程度まで減少した。

建設後28年を経過した清掃工場の老朽化にともなう

施設更新対応、未利用エネルギーの利用拡大等、課題は

多いが、東日本大震災により従来のエネルギー政策の転

換は不可避であり、未利用エネルギーを活用することで、

環境に貢献する当社の果たすべき役割を十二分に認識し、

安定供給に全力で取り組みたい。

（北海道地域暖房㈱　営業部長　高橋和浩）

図 2　熱供給システム概念図

写真 1　駒岡清掃工場

北海道地域暖房㈱
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大
手
町
地
区
　

都市の代謝における地域熱供給
生命体の代謝と同じく、都市もエネルギーを取り入れ

る代謝を行なっており、地域熱供給（地域冷暖房）は都市

の体温を維持するための循環器系統に例えることができ

る。また、陳腐化、劣化を防ぐために、発展にあわせて

有機的に変化、成長させていく新陳代謝が都市には不可

欠であり、地域熱供給も都市の代謝にあわせて発展、高

効率化しなくてはならない。

丸の内熱供給のネットワーク化とスパイラルアップ
生命の各器官が相互に繋がり補完しあうように、地域

熱供給のネットワーク化は補完機能としての有効性が高

い。熱供給プラントにおける熱負荷ピークは短時間であ

め、補完の効果が高いのである。

図1のように、事務所ビル中心のエリアのプラントで

は、冷熱ピークの50％以上の負荷は、年間積算時間の

10％以下にしかならない。仮に総合効率1.0のAプラン

ト、1.2のBプラントという同容量の2プラントがあった

場合、ネットワーク化して連携させれば、50％以下の負

荷部分は効率の良いBプラントで運転できる。単純平均

では効率1.1になるところが、連携運転によって全体効

率は1.19にできる（図2）。プラント改修を行なわなくて

も、連携するだけで2プラントの供給エリア全体が高効

率プラントに近い効率で運転できるようになるのである。

同様に、総合効率1.0のCプラントを加えた3プラン

トで連携しても全体効率は1.18となり、一番高い全体効

都市の代謝と地域熱供給システムの高効率化②

ビル建替を契機にプラント増設・連携を図り続けるエリア

図 1　年間プラント冷熱供給の特徴（当社事例） 図 2　2 プラント冷水連携を行なった場合の運転配分

特集⃝
地域熱供給
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90％以上の負荷は年間16時間

50％以上の負荷は年間積算値は約7％　633時間

50％以下の負荷の年間積算値は約93％　8,127時間

30％未満の負荷の年間積算値は約75％　7,700時間程度
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Aプラント　効率1.0　

ネットワーク化

Aプラントでピークのみ
追掛け運転
約7％処理

効率の高いBプラントを
優先的にベース運転
約93％処理
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Bプラント　効率1.2　

7％×1.0＋93％×1.2＝1.19＞1.1（1.0＋1.2）/2

全連携すると1.19で高効率プラントに近づく

り、年間を通して部分負荷の状態が非常に長いた
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高効率熱源機が開発されても償却前に熱源をリニュー

アルすることはできないが、高効率熱源を持つプラント

と連携すれば最新機器を地域全体で共有することができ

るのである。

大手町地区でのスパイラルアップ効果
弊社ではこれまで6地区で地域熱供給を実施している。

大手町地区はその中で最も古く、1976年に供給を開始

している。この地区に2012年10月、大手町フィナンシャ

ルシティサブプラント（以下、OFCサブ）を新設した。そ

れにあわせて、既存の大手町センター、大手町カンファ

レンスセンターサブプラントとの連携運転を2013年3月

から開始している。

既存2プラントのみの連携時の上半期冷熱システム

COPは1.167であった。OFCサブは単体でCOP1.737あ

り、3プラント連携後は、2013年度上半期の全体COP

が1.404となり、効率が20％上昇した（図4）。

OFCサブ自身の効率も、負荷が少ない時期ではあっ

たが、連携前と比較して、大きく向上した。ベースプラ

ント以外のプラントは効率が低下すると考えられるが、

全体ではベースプラントの負荷率が向上することによる

効率向上底上げ効果が大きく、連携全体では元の高効率

プラントの効率を上回り、連携によって個々の能力（効

いインバータ冷凍機をベースロード部分の運転に充当さ

せることで、大きな効率向上効果を生むことができた。

また、冷熱源リニューアルを実施した事例においては、

46％の効率向上を達成したプラントと、何も工事をして

いないもう1つの別プラントと連携させた。熱の融通量

には制限があり、約9％程度の熱融通をさせただけであ

ったが、2プラントの全体効率を37％向上させる効果を

得ることができた。

地域熱供給の個別熱源に比べた優位性
効率の向上は個別熱源機においても進められていく。

地域熱供給は個別の冷暖房方式に比べて14％ほど効率

が高いとした場合でも、毎年1％ずつ個別熱源の効率が

向上されて、それを導入した建物が新築されれば、10

数年後の最新の個別熱源に効率面で追い抜かれる可能性

がある。

しかし、竣工時においては最高効率の熱源であっても、

数年後には相対的に効率が落ちることとなるため、プラ

ントを連携させて、その時々の最新技術を連携内に導入

して効率向上を行なうことが出来れば、地域熱供給は古

いプラントを含め継続的に個別熱源を上回ることとなる。

地域熱供給はこのように都市の発展、再開発にあわせ

てネットワーク化・連携することによって、地域全体の

エネルギー効率を連続的にあげる重要な都市のエネルギ

ー代謝システムとなると思われる。

（丸の内熱供給㈱常務取締役開発部長　佐藤 文秋）

図 3　エネルギー効率向上と

　　　スパイラルアップ効果

図 4　3 プラント連携によるスパイラルアップ効果事例（冷熱）
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率に引き上げられる。

連携後、連携内の古いプラント

をリニューアルして効率を向上さ

せれば、それに伴ってまた全体効

率が引き上げられ、旋回しながら

効率向上するような構造をつく

ることができる。それを弊社では、

「スパイラルアップ効果」と呼んで

いる（図3）。
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駅 率）を超える引き上げ効果が得られることになる。

大手町地区には上記以外に4つのプラント（メ

イン・サブ合計）があるが、連携による熱融通量

が小さくても、低負荷部分の効率向上効果が大き
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News Flash

第 20 回技術シンポジウムを開催
― 216 名の熱供給技術者が参加 ―

平成25年10月24日（木）、当協会

の技術委員会において、活動状況の

報告、会員事業者における技術改善

活動等の成果発表及び熱供給技術者

の情報交流を目的に、札幌グランド

ホテルを会場に第20回技術シンポ

ジウムを開催しました。また、翌25

日（金）には、北海道地区4カ所の熱

供給プラント及び北海道ガス㈱石狩

LNG基地の見学会を開催しました。

参加者数は、①技術シンポジウ

ム会議に216名（昨年は東京での開

催で322名）、②懇親会に200名（同

236名）、③見学会163名（昨年は午

前・午後の開催で395名）でした。

技術シンポジウムでは、当協会田

隝専務理事による開会挨拶、資源エ

ネルギー庁都築熱供給産業室長によ

る来賓挨拶の後、東京電機大学未来

科学部建築学科百田真史准教授より

「熱供給施設の概況と今後の高効率

運用について」と題した特別講演が

行なわれ、地域熱供給（地域冷暖房）

施設のシステムの変遷と収
しゅうれん

斂、シス

テム効率と外気温との相関など空調

システムにおける高効率化への取組

み事例・研究、今後の地域熱供給の

特別講演　百田真史氏

技術シンポジウム会場 事例発表会場2

事例発表会場1

在り方についての考察がなされまし

た。

また、引き続き、大西技術委員

長による技術委員会活動報告の後、

「エネルギー消費構造調査研究ワー

キング」、「お客さまへのエネルギー

提案ワーキング」及び「熱供給技術者

育成ワーキング」の活動報告を行な

いました。

次に2会場に分かれて、熱供給プ

ラントの遠隔監視、高効率化を目指

した更新工事、熱供給を継続するた

めのCGS設置、ピーク電力削減事例、

新規プラント建設や高効率運用の提

案等、熱供給の現場における8件の

多種多様な取組み事例の発表があり、

活発な意見交換が行なわれました。
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平成25年11月14日（木）、「平成

25年度熱供給業務フォーラム」を埼

玉県さいたま市のホテルブリランテ

武蔵野で開催し、全国から約160名

が参加しました。

最初に、資源エネルギー庁都築熱

供給産業室長に「熱供給事業者に期

待するもの」と題して基調講演をし

ていただきました。

都築室長は、前日に成立した電気

事業法改正に携わられたことから、

電力システム改革の方向性を踏まえ、

今後、ガス、熱にも及ぶエネルギー

サービスの融合化、ボーダーレス化

の動きを強調され、熱供給事業者

は、自由化をお客さまの選択肢や自

らの業務機会の拡大の契機ととらえ

て、お客さまに選ばれるサービスの

都築熱供給産業室長

㈱エネルギーアドバンス坂齊マネージャーの講演の様子 会場の様子

㈱エネルギーアドバンスの荘司マネージャーの講演の様子 会場の様子

桜井業務委員長

提供、イノベイティブな取組みに努

めて、新たな熱供給事業を展開して

ほしいと締めくくられました。行政

の方針を熱供給事業者が聴く機会は

少なく、今回の基調講演は、大きな

関心を集めました。

続いて、当協会の田隝専務理事、

桜井業務委員長の業務報告の後、㈱

エネルギーアドバンスの坂齊、荘司

の両マネージャーに、田町駅東口北、

新宿新都心の新規、既存の両地区に

おけるBCPの取組みについて事例

紹介をしていただきました。首都直

下型地震のリスクが増す中、BCP

は多くの関心を集めており、大いに

参考になったと好評でした。

最後に、当協会の岡井技術部長、

冨田総務部長から平成24年度アジ

平成 25 年度熱供給業務フォーラムを開催

ア・オセアニア、平成25年度北米

の両海外事情視察団の報告を行ない

ました。

会議後の懇親会には約140名が参

加し、活発な情報交換やよい懇親の

機会となりました。

翌15日（金）には、同ホテルで住

宅事業者情報交換会を開催し、26

名が参加して、熱供給事業法の見直

し等について意見交換

を行ないました。

また、㈱エネルギー

アドバンスのさいたま

新都心地域冷暖房セン

ター（さいたま新都心

西地区）の見学会を開

催し、88 名が参加し

ました。

なお、平成 26 年度

の熱供給業務フォーラ

ム等は、平成 26 年 11

月13日（木）〜 14日

（金）に札幌で開催する

予定です。
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News Flash

エコプロダクツ2013に出展

当協会では、平成25年12月12日（木）〜 14日（土）の

3日間、東京ビッグサイトで開催された「エコプロダク

ツ2013」（総来場者数：約17万人）に出展し、経済産業

省資源エネルギー庁熱供給産業室のブースと並んで、地

域熱供給（地域冷暖房）を普及・啓発する展示を行ないま

した。

今回は「日本の都市づくりに貢献する地域熱供給」と題

して、日本の地域熱供給41年の歩みを紹介すると共に、

地域熱供給が「安全性」「省エネ・省CO2」に寄与するこ

と、「スマートシティ」の基盤施設となりうること、「未

利用エネルギー」が活用できることなどをアピールしま

した。また、“新たな「熱供給」時代へ”とのテーマでプレ

ゼンテーションも行ないました。

なお、クイズラリー付きのアンケートも実施し、回答

数は1,205通でした。多数の方にご来場いただき、地域熱

供給への理解をより深めていただくことができました。

3

プレゼンテーションの様子

賑わいを見せるブース内 説明員による解説

クイズラリーの答えを探す高校生

クイズラリー付きアンケート回答者には抽選で景品を贈呈

協会ブース外観
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平成 25 年度地域熱供給シンポジウムを開催

当協会では、2月4日（火）、津田

ホール（東京都渋谷区）にて、「平成

25年度地域熱供給シンポジウム」を

開催しました。

今回のテーマは、「どう変わる？！

日本のエネルギー政策と熱利用社会

の将来像」。辻副会長（丸の内熱供給

会場の様子

辻副会長

柏木孝夫氏

橘川武郎氏

村上公哉氏

4

平成25年度地域熱供給シンポジウム 概要
項目 内容
日時 平成26年2月4日（火）14時〜 16時10分
会場 津田ホール（東京都渋谷区）
テーマ どう変わる？！

日本のエネルギー政策と熱利用社会の将来像
主催 一般社団法人 日本熱供給事業協会
協賛 一般財団法人 省エネルギーセンター、一般社団法人 日本建築学会、

一般社団法人 都市環境エネルギー協会、公益社団法人 空気調和・衛生工学会
プログラム 開会挨拶

　一般社団法人 日本熱供給事業協会 副会長　辻 正太郎

プレゼンテーション
　東京工業大学 特命教授・東京都市大学 教授　柏木孝夫氏
　一橋大学大学院 教授　橘川武郎氏

公開対談
「どう変わる？！日本のエネルギー政策と熱利用社会の将来像」
　東京工業大学 特命教授・東京都市大学 教授　柏木孝夫氏
　一橋大学大学院 教授　橘川武郎氏
　（司会）芝浦工業大学 教授　村上公哉氏

質疑応答

㈱取締役社長）の開会挨拶の後、経

済産業省 総合資源エネルギー調査

会 基本政策分科会委員を務める柏

木孝夫氏（東京工業大学 特命教授・

東京都市大学 教授）、橘川武郎氏

（一橋大学大学院 教授）からプレゼ

ンテーションをいただき、両氏によ

る対談を、芝浦工業大学 教授 村上

公哉氏の司会により実施しました。

当日は雪というあいにくの天候で

はありましたが、官公庁・自治体、

設計・建設会社、機器メーカー、エ

ネルギー会社、熱供給事業者など

249名の方々がご来場され、盛況の

内に終了しました。

なお、今回の対談は、次号

89号に掲載する予定です。
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対談

汐留シオサイト（汐留北地区）
旧汐留貨物駅跡地から浜松町駅までの31haという広大な敷地を再開発して平成14年（2002年）に
街開きを迎えた「汐留シオサイト」。今や東京の新名所として数多くの人々が訪れる街である。その北側
のエリアは「汐留北地区」として、地域熱供給（地域冷暖房）が導入されている。電通本社ビルと共に計
画されたカレッタ汐留、日本テレビタワーには街に賑わいを与える様々な施設やイベントがあり、観光に訪
れた人々を楽しませている。（汐留アーバンエネルギー㈱）

8888

今年オープン10周年を迎えた「日本テレビタワー」今年オープン10周年を迎えた「日本テレビタワー」 美しいフォルムの「電通本社ビル」美しいフォルムの「電通本社ビル」

宮崎駿氏デザインの「日テレ大時計」宮崎駿氏デザインの「日テレ大時計」

空から見た汐留地区（2002年／右半分が「汐留北地区」）空から見た汐留地区（2002年／右半分が「汐留北地区」）

「電通四季劇場［海］」や飲食店がある「カレッタ汐留」「電通四季劇場［海］」や飲食店がある「カレッタ汐留」

名城大学 教授 名古屋大学大学院 教授


